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■ 第５期芽室町障がい者福祉計画の概要 

 

 基本目標 

「障害者基本法」及び「障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律」並びに「児童福祉法」の理念に基づき、障がいのある人もない人も、

乳幼児期から高齢期に至るまで、生涯を通じた総合的なサービスを受け、地域で

安心して暮らせるまちづくりを目指し、『障がいの有無に関わらず誰もが共に安

心して暮らせる地域社会の実現』を基本目標とします。 

 

 

 

 

 

1 早期発見及び早期支援 

  障がいの発見から、その後の療育にわたり、各分野での連携を強化し、地

域で育つ、育てる親子を支援し、自立や社会参加に向けた基礎的な力を育く

むよう努めます。 

（1）専門的な支援の充実 

（2）保護者支援の推進 

（3）地域支援の強化 

（4）特別支援教育の充実 

 

２ 就労支援 

  地域生活に必要な経済的基盤を固めるため、社会で働くために必要な支援

体制の充実に努めます。 

   （1）就労支援体制の強化 

（2）福祉的就労の充実 

（3）一般就労定着支援の促進と雇用環境の整備 
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３ 生活支援 

  障がいのある人が自己決定に基づき、自立した生活を営むことができる

よう、障がいの特性に応じた相談支援、適切な保健・医療・福祉サービスの

提供、安全安心な生活環境の整備に努めます。 

（1） 福祉サービスの充実 

（2） 居住系サービスの充実 

（3） 相談支援体制の充実 

（4） 権利擁護の推進 

（5） 地域での安全安心の確保 

（6） 疾病の予防と早期発見 

（7） ユニバーサルデザインの推進 

 

４ 支援を広げるための施策 

  障がいのある人もない人も安心して暮らせるために、地域全体がお互い

に理解・尊重し支え合う体制づくりに努めます。 

（1） 理解と交流の促進 

（2） 町民活動等への支援 
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■ 第５期芽室町障がい者福祉計画の進捗状況 

基本施策 

1．早期発見及び早期支援 

（１）専門的支援の充実 

 発達支援を要する子どもを早期に発見し、必要な支援や適切な相談支援を行います。 

番号 項目 内容 

１ 発達支援センターの

充実 

発達支援を要する児童へ児童発達支援・放課後等デイサ

ービス・保育所等訪問支援事業を行い、かつ通所児童だけ

ではなく広くアセスメントや相談支援・訪問支援を行う、

発達支援の地域の中核として機能する設置運営を充実さ

せます。 

進捗状況 H３０年度 102 名、R１年度１０１名、R２年（５月末時

点）：８９名。第３期芽室町発達支援計画（R１～４）に沿

って、これまでの事業の充実に加え、３ヶ月事業（療育の

開始に北海道の子ども発達支援事業を使い、３ヶ月間で

児童福祉法による療育サービスの説明・契約を行う）を開

始させ、スムーズに療育へ接続できる仕組みを構築しま

した。 

２ 重度心身障がい児の

児童発達支援・放課

後等デイサービスの

検討 

重度心身障がい児に必要とされるリハビリ機能・医療機

能・療育機能を整理しながら、重度心身障がい児に対する

福祉サービス・日常生活に必要な集団の場を確保します。 

進捗状況 対象児童なし 

３ 医療的ケア児への支

援 

日常的に医療的ケアを必要とすることで、児童の集団参

加や保護者の社会参加の機会が奪われることのないよ

う、主治医や医療機関・訪問看護事業所等の協力を得なが

ら支援体制を構築します。また、当該児童についてのサー

ビス調整会議や、町全体に係る医療的ケア児への支援へ

の課題等について、芽室町自立支援協議会の中で協議す

る仕組みを構築します。 

進捗状況 芽室町医療的ケア児支援事業において１名に訪問看護師

派遣（幼稚園）、民間保育所入所に係る看護師人件費負担

１名を実施しました。また転入による令和２年度保育所

新規入所予定児童について、対応マニュアルの作成や医

療機関・保育所・保護者の共同カンファレンス開催など、
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必要なサービス調整を行いました。 

 

（２）保育所支援の推進 

 子どもの障がいの有無にかかわらず、保育者が安心して子育てに邁進できる

ための支援を行います。 

番号 項目 内容 

１ 相談支援体制の充

実 

芽室町相談支援事業所を中核に、専門職を活用しなが

ら様々な相談ニーズに応じます。また保護者間の相談

協力体制を充実させます。 

進捗状況 芽室町発達相談事業では H３０年１２５件、R１年１

３９件、R２年（５月末）１５件を実施した。ペアレ

ントメンター派遣について、例年通り学習会での講話

や個別相談会に参画していただいたことに加え、個別

の相談対応３件において、相談者の希望に基づき同

席・相談対応協力（延べ５名のペアレントメンター）

をいただきました。令和２年度から地域コーディネー

ターも複数配置が実現し、また発達心理相談員を１名

採用したことにより、相談支援体制の充実が図られま

した。 

 

（３）地域支援の強化 

 発達支援を要する児童が、普段通う場所で適切な支援が得られるための事業を強化し

ます。 

番号 項目 内容 

１ 保育所等訪問支援事

業の強化 

児童が所属する機関を巡回支援したり、所属機関におい

て療育サービスを提供することで集団への適応を支援し

ます。 

進捗状況 H３０年：５件（５５時間）、R１年：３件（５７時間）、

R２年（５月末時点）０件。保育と教育の架け橋を創るカ

ンファレンス（年 3 回）や発達相談事業の実施、教育支

援委員会への参画など連携を密に取り組んだ。 

２ 人材育成の充実 様々な研修の機会を設け、発達支援を要する子どもの学

齢期における支援と配慮について、教諭等が共通理解の

もと特別支援教育を推進できるように努めます。 

進捗状況 H３０年：学習会２回、ワークショップ１回、実践報告１

回（延べ参加者２５５人）。R１年：学習会２回、実践報告

１回（延べ参加者２２８人）。R２年（５月末時点）：０．

発達支援センター学習会、ワークショップ、実践報告など
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を開催しました。また、芽室町特別支援教育講演会や関係

機関への講師派遣を行いました。R２年６月は中止。 

 

（４）特別支援教育の充実 

 発達に応じた適切な教育を受けることができるよう、就学に関する相談支援や児童の

実態把握と共通理解の形成、または教職員の指導力や専門性の向上を図ります。 

番号 項目 内容 

１ 就学相談の充実 幼稚園・保育所から小学校へ、小学校から中学校へ児童

の情報と支援がスムーズに引き継がれるよう、個別支

援計画を活用したケース会議等を充実させます。 

進捗状況 年間を通じた学校見学、発達相談支援事業の情報提供、

発達支援センター年長児保護者対象説明会、ペアレン

トメンター相談対応年長児保護者、保育と教育の架け

橋を創るカンファレンスの実施を通じ、総合的な就学

相談を行いました。 

２ 学習上の支援 学習に特異な困難を抱える子供に対して、内外の専門

家を活用し、見通しと根拠のある学習支援がなされる

体制を構築します。 

進捗状況 芽室町読み書き支援スクリーニングガイドラインに沿

って、読み書きに困難を抱える児童について早期発見

早期支援に取り組み、通級指導教室など必要な学習支

援への接続を図りました。６月に全小学校２年生、９月

に全小学校１年生を対象に全町共通チェックを実施し

ました。コーディネーター会議において読み書き支援

スクリーニング事業を説明し、ガイドラインを配布し

ました。全共通チェックを実施し、有所見児童につき必

要に応じてカンファレンスまたは発達検査等相談対応

しました。 
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2．就労支援 

（１）就労支援体制の強化 

関係機関と連携し、一貫性のある就労支援体制の強化を図るとともに、実習機会を確

保することにより、障がいのある人の就労に対する意欲の向上を図ります。 

番号 項目 内容 

１ 就労支援体制の充

実 

福祉、商工業、教育などの関係機関で構成する「自立支援

協議会就労支援部会」を運営し、就労に関する問題を発掘

し、その解決策を検討します。 

進捗状況 ・平成３０年度に、町内企業の障がい者雇用を具体的に進

めるため「障がい者雇用事業所見学会」を開催。また、障

がい者雇用のニーズの高い企業を個別に訪問し、一般就労

に向けて協議した（３社）。 

・特別支援学校卒業生の進路について、関係者による協議

を H３０年１名、R１年６名、R２年（６月現在）０名。 

２ 実習機会の確保 芽室町障害者職場実習支援事業等により、町が障がいのあ

る人を採用し、様々な役場業務を体験することにより、就

労意欲の向上を図り、就労に必要な態度を身につけられる

よう支援します。 

進捗状況 ・職場実習者（H３０年：９名、R１年：５名、R２年：９

名）、就労体験者（H３０年：７名、R１年：８名、R２：

８名）に対して、役場業務の体験実習を実施した。 

・職場実習では、新たに子どもセンターの清掃作業の定例

化を図り、福祉事業所職員が実習生に指導を行いながら、

作業内容の改善、新たな作業に取り組むことにもつなげる

ことができた。 

（２）福祉的就労の充実 

一般就労へ繋げる福祉的就労の場の更なる充実を図ると共に、福祉的就労事業所への

支援を行います。 

番号 項目 内容 

１ NPO 法人や福祉的

就労事業所との連

携整備 

福祉的就労支援事業所などと就労における課題を共有し、

就労を希望する人の支援・連携体制の整備を行います。 
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進捗状況 町内において就労系サービスを展開している障がい福祉

サービス事業所を対象とし、各事業所の概要や取り組み

状況の共有、就労に関する意見交換を行った。 

２ 福祉的就労事業所

への支援 

「芽室町障害者就労施設等からの物品等の調達方針」に基

づき、庁舎内における授産製品販売等の支援を行います。 

進捗状況 役場第一庁舎内において、就労支援事業所で生産したパン

の販売を行っている。令和２年度からは、保健福祉センタ

ー内でも定期の販売を開始している。 

 

 

（３）一般就労定着支援の促進と雇用環境の整備 

福祉的就労事業所と連携し、一般就労への促進を図ると共に、障がい者雇用に対する

企業の理解促進を図ります。 

 

番号 項目 内容 

１ 一般就労定着支援

の促進 

一般就労定着支援を実施する NPO 法人などとの連携によ

り、就労を希望する障がいのある人や雇用を希望する町内

企業に対し、一般就労定着支援を促進します。 

進捗状況 ・平成 28 年度より「NPO 法人プロジェクトめむろ」に

事業委託。一般就労した障がい者の定着支援のため、雇用

企業を訪問し、企業も含めた双方のフォローアップを行っ

た。H３０年６社８名、R１年５社７名、R２年（６月現在）

１名。 

・本事業により、一般就労した障がい者数：H３０年４名、

R１年０名、R２年（６月現在）１名。 

２ 各種助成制度の周

知 

一般就労定着支援を実施する NPO 法人やハローワーク、

商工業団体の連携を図りながら、企業に各種助成制度の周

知・活用を働きかけ、障がい者雇用を促進します。 

進捗状況 町内企業の障がい者雇用を具体的に進めるため「障がい者

雇用事業所見学会」を開催。 

３ 障がい者雇用への

理解促進 

一般就労定着支援を実施する NPO 法人やハローワーク、

商工業団体等の連携を図りながら、企業に各種助成制度の

周知・活用を働きかけ、障がい者雇用を促進します。 
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進捗状況 町内企業の障がい者雇用を具体的に進めるため「障がい者 

雇用事業所見学会」を開催。（H３０実施、R１新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響で開催中止）。また、企業を訪問

し、各企業が置かれている障がい者雇用の現状や課題、今

後の計画などについて、個別に情報交換を行った。 
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3．生活支援 

（１）福祉サービスの充実 

 障がいのある人が自己の決定に基づき、必要なサービスを受け自立した生活を営むこ

とができるよう支援します。  

番号 項目 内容 

１ 訪問系サービスの

充実 

居宅で食事や入浴、排泄等の介護や外出時における移動

中の介護を行う、居宅介護などのサービス提供事業所と

の連携を図り、居宅での生活を支援します。 

進捗状況 制度に準じて実施した。 

２ 日中活動系サービ

スの充実 

日中において自立した生活を送るため、生活介護・自立

訓練などのサービス提供事業所との連携を図り、日中の

活動を支援します。 

また、社会との交流を促進するため、地域活動支援セン

ターの充実を図ります。 

進捗状況 制度に準じて実施した。 

３ 一時的支援の充実 居宅において介護する家族が就労、疾病等の理由により

一時的に介護ができない場合に、家族の負担を軽減する

ため、短期入所や日中一時支援の充実を図ります。 

進捗状況 制度に準じて実施した。 

４ 訪問入浴サービス

の実施 

居宅での入浴が困難な障がいのある人に、訪問により浴

槽を持ち込んで入浴サービスを提供し、身体の清潔の保

持と心身機能の維持等を図ります。 

進捗状況 R１年度に新規利用者１名。令和２年度も継続して利用

となっている。 

５ 日常生活用具等の

支援の充実 

 

日常生活を容易にするための支援として、日常生活用具

や補装具の給付を行います。補装具給付の対象とならな

い軽度難聴児の、補聴器の購入費等の一部を助成します。 

進捗状況 病気や障がいにより常時血中酸素飽和度を測定する必要

がある人の在宅生活を支援するため、平成３０年度に新

たにパルスオキシメーター（動脈血酸素飽和度測定器）

の粘着式測定センサーを日常生活用具の対象品目とし

た。 
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６ 各種福祉手当の周

知 

特別障者児手当や障害児福祉手当、特別障害児手当など

の制度周知に努め、手続きに関して適切な情報提供を行

います。 

進捗状況 制度に準じて実施した。 

７ 各種助成制度等の

周知・助成 

税制上の優遇措置や移動・交通にかかる各種助成制度に

ついて適切な情報提供を行い、経済的負担の軽減を図り

ます。 

進捗状況 制度に準じて実施した。 

８ 

 

医療給付・助成制度

の実施 

特定の障がいを除去・軽減するための医療に対する自立

支援医療（更生医療・精神障害者等通院医療等）の制度

周知や適正な運営を図るとともに、重度心身障害者医療

費助成制度の実施により経済的負担を軽減します。 

進捗状況 H３０年に重度心身障害者医療給付事業の制度改正に対

応し、利用者に周知を行った。また、令和元年度から、中

学生の医療費無償化に伴い、重度医療においても対応を

行っている。令和元年度にリーフレットを作成し、障害

者手帳の交付時には、同時に対象者に郵送している。 

（２）居住系サービスの充実 

障がいのある人や障がいのある人の状況に応じた生活の場を確保するため、町内の居

住系サービスの充実等を図ります。 

番号 項 目 内 容 

１ グループホームの

充実 

障がいのある人やその家族の高齢化などの状況や「親亡

き後」を見据え、居住系サービス提供事業所との連携を

図り、新築または既存建物の活用も視野に入れ、民間活

力によるグループホームの整備に努めます。 

進捗状況 女性を対象としたグループホームの整備について、町内

社会福祉法人と協議し、令和２年４月より開設となって

いる。また、H３０年度に就労系サービス利用者等を対象

としたグループホーム利用意向調査「働く障がい者」の

生活支援体制整備の先進地視察を実施し、芽室町におけ

る課題を検討した。 

２ 住宅改造費助成の

実施 

在宅生活の利便性を図るため、住宅改修費の一部を助成

します。 

進捗状況 希望者なし。これまでの実施要綱を整理し、日常生活用

具の住宅改修（居宅生活動作補助用具）と統合したこと

で、難病患者等で下肢や体幹機能に障がいのある方にも

助成が行えるようになった。 
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（３）相談支援体制の充実 

障がいのある人にとっては、生まれてから高齢期になるまで、長い期間の支援が必要

なため、相談支援体制の充実を図ります。また、必要な情報をわかりやすく入手できる、

情報提供に努めます。 

番号 項 目 内 容 

１ 計画相談支援の

充実 

芽室町相談支援事業所において、障がい福祉サービスにか

かるサービス等利用計画を作成し、適切なサービス提供に

努めます。 

また、相談支援事業の一部を民間事業所に委託し、専門性

の確保や継続性のある相談支援体制の強化に努めます。 

進捗状況 平成 27 年度より「十勝障がい者総合相談支援センター」

へ一部業務委託し、町外事業所のサービス利用希望者、困

難ケース等の対応を実施した。 

計画相談支援（直営） 

Ｈ３０年７１件、R１年：７２件、R２年（６月現在）：7２

件 

計画相談支援（委託） 

H３０年３３件、R１年３８件、R２年（６月現在）４０件 

２ 基幹相談支援セ

ンターの検討 

障がいのある人の総合的な相談のほか、地域の事業者間の

調整や支援といった役割を担う基幹相談支援センターの設

置について検討します。 

進捗状況 平成 24 年 10 月に開設した芽室町相談支援事業所がその

機能を担う。 

３ 障がいのある人

が住み慣れた地

域で暮らし続け

られる体制づく

り 

障がいのある人やその家族の高齢化や障がいの重度化を踏

まえ、生活の場の確保、緊急時の受け入れ体制の整備、医

療ニーズへの対応、介護保険サービスと障がい福祉サービ

スとの有機的な連携等、地域の体制を作ります。 

進捗状況 町内の障がい福祉サービス事業所を対象とし、各事業所の

概要や取り組み状況の共有、生活支援に関する意見交換を

行った。 

４ 情報提供体制の充

実 

必要な情報をわかりやすく入手できるよう、インターネッ

トなどの活用や、障がいの特性に配慮した情報提供に努め

ると共に、窓口で対応する職員の資質向上に努めます。 
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進捗状況 各種制度の情報提供は相談支援を通じて実施した。 

５ 専門的人材の養成 サービス等利用計画を作成する職員の専門性を高めるた

め、研修等へ参加し専門的人材の養成に努めます。 

進捗状況 職員を相談支援専門員研修（新規研修）に派遣するととも

に、資格取得後も相談員の資質向上のため、相談支援に関

する研修に参加した。 

相談支援専門員研修（新規研修）派遣 

H３０年：１名、R１年：２名、R２年：予定なし 

６ 自立支援協議会

の開催 

ひきこもりも含む相談内容の多様化等に対応するため、庁

舎内の各担当係や各関係機関との連携を図り、情報共有や

支援体制の調整に努めます。 

進捗状況 生活支援部会、ひきこもり支援部会を開催し、情報共有や

支援体制の調整を実施している。 

① 生活支援部会 

H３０年（１５回開催、実対象人数１８名、延人数３２名） 

R １年（１７回開催、実対象人数２４名、延人数４１名） 

R ２年（ ２回開催、実対象人数 ２名、延人数 ２名） 

② ひきこもり支援部会 

H３０年（ ５回開催、実対象人数１０名、延人数４９名） 

R １年（ ６回開催、実対象人数１３名、延人数６６名） 

R ２年（ １回開催、実対象人数１３名、延人数１３名） 
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（４）権利擁護の推進 

 障がいがあっても住み慣れた地域で安心して生活できるよう、障がいのある人の自己

決定の尊重と意思決定の支援に配慮し、権利擁護支援体制の整備に努めます。 

番号 項 目 内 容 

１ 成年後見制度の

利用促進 

知的障がいや精神障がい等により判断能力が十分でない方

が、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、成年後見

制度の利用支援事業の普及や市民後見人の養成・活動緯線

により、成年後見制度の利用を促進します。 

進捗状況 平成２７年度より、芽室町社会福祉協議会に市民後見人の

育成・活用や成年後見に係る総合相談業務を委託し、成年

後見制度の利用拡大を図っている。相談事例等については、

芽室町社会福祉協議会と連携して対応している。 

２ 日常生活自立支

援事業の推進 

福祉サービス利用援助や日常的な金銭管理を支援し、判断

能力が不十分な人が安心して暮らせるよう、社会福祉協議

会で実施する日常生活自立支援事業の利用を推進します。 

進捗状況 芽室町社会福祉協議会と連携して取り組んでいる。利用希

望者２名に対し支援を行っている。 

３ 障がい者虐待防

止の体制整備 

障害者虐待防止法の趣旨や内容について、広報誌等を利用

し普及・啓発に努めると共に、相談や通報等の窓口を明確

にし、早期対応による安全の確保に努めます。 

進捗状況 障害者虐待に係る通報は、H３０年３件、R１年４件、R２

年（６月現在）０件となっている。 

令和元年度に虐待防止マニュアルを作成し、迅速に対応で

きるように取り組んでいる。 

４ 行政サービス等

における合理的

配慮の推進 

代読・代筆・筆談などそれぞれの来訪者に合わせた窓口で

の適切な対応や、障がい特性に配慮した情報提供手段の充

実に努めます。 

また、障害者差別解消法に基づく芽室町の「職員対応マニ

ュアル」の内容充実や研修等の実施により、町職員の障が

いや難病についての理解を深め、障がいのある人に対する

合理的配慮の推進に努めます。 

進捗状況 ホワイトボードを用いた筆談や筆記が難しい方への代筆、

インターネットメールによる情報提供など、障がい特性に

応じた情報提供を実施した。 

５ 障がいを理由と

する差別解消の

ための啓発 

障がいのある人が、そのことを理由に差別を受けることが

ないよう「障害者権利条約」や「障害者差別解消法」に書

かれている理念や内容について、広報誌などによる周知、
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講座や講演会等の開催により、障がいのある人やその保護

者、町民に対して広く普及・啓発に努めます。 

進捗状況 障がい者の親の会が実施する研修会で、障がい者差別解消

法の意義や内容について説明を行った。また、障がい者に

ついての基本的な知識や配慮について、町民の理解を広げ

るため、平成３０年５月号よりほぼ毎月記事を掲載し、普

及・啓発を行った。 
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（５）地域での安全安心の確保 

 災害時の避難支援体制の整備と、福祉避難所の確保に努めます。 

  

番号 項 目 内 容 

１ 個別避難プランの

作成推進 

災害時要援護者台帳への登録を促すと共に、登録者の個

別避難プランの作成を推進し、災害時に即対応できるよ

うな仕組みづくりを進めます。 

進捗状況 避難行動要支援者のうち、聴覚障がいの方への避難支援

計画（個別計画）の作成について、担当係への協力を行

った。 

２ 災害時の安全確保 関係機関と連携し、障がいのある人に配慮した福祉避難

所の指定を進めます。また、視覚障がいや聴覚障がいの

ある人への情報伝達の配慮や障がい特性により集団生

活が困難な人への避難場所の確保など、災害時における

避難生活の不安の解消を図ります。 

進捗状況 未着手（町全体のプラン作成に併せて実施する。） 

 

（６）疾病の予防と早期発見 

 障がいのある人への健診の普及啓発や受診勧奨、健診が受けやすい健診体制・環境づ

くりに努めます。 

番号 項 目 内 容 

１ 健診の重要性の普及

啓発、受診勧奨 

生活習慣病を予防するため、各種健診の受診を勧奨し、

要指導者・要観察者に対する事後指導の充実や、要医

療者には医療機関への受診勧奨を行い、早期発見・早

期治療に努めます。 

進捗状況 平成 28 年度より柏の里めむろ利用者に対し、「巡回ド

ック」（９月・１月開催）の時期に合わせて、受診勧奨

を実施した。 

２ 健診を受けやすい健

診体制・環境づくり 

障がいのある人が受けやすい健診体制・環境づくりに

努めます。 

進捗状況 平成 28 年度より柏の里めむろ利用者に対し、保健福

祉センターを会場とした健診の受診勧奨を実施。希望

者には日中一時支援事業を活用し、通所職員が受診時

の同行支援を行い、安心して受診できる体制整備を行

った。 
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（７）ユニバーサルデザインの推進 

 「どこでも、誰でも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの推進を図

ります。 

 

番号 項 目 内 容 

１ 道路施設等の環境

整備 

案内標識、交通安全施設の充実やバリアフリー化の観

点に基づく整備等により、障がいのある人や高齢者、子

ども達にやさしい道路・歩道整備に配慮します。 

進捗状況 通学路の舗装の勾配をフラットにして水たまりができ

ないユニバーサルデザインに取り組んだ。 

２ 公共施設のユニバ

ーサルデザイン化 

障がいの有無にかかわらず、様々な人が利用する公共

施設は、新築や改築計画のあるものなど、可能なものか

らユニバーサルデザイン化を進めます。 

進捗状況 新庁舎はすべての階に車イストイレを設置予定。また、

エレベーターを設置するとともに段差をなくしたバリ

アフリーとしている。 

 

                 

 ※バリアフリー 

  障がい者や高齢者の生活に不便な障壁を取り除こうという考え方。 

 

 ※ユニバーサルデザイン 

  障がいの有無や高齢であることにかかわらず、すべての人が快適に利用できるよ

うに製品や建造物、生活空間などをデザインすること。 
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4．支援を広げるための施策 

（1）町民の理解 

障がいに対する正しい理解を深める啓発活動や障がいの有無にかかわらず、町民同士

がふれあう機会の充実を図ります。 

番号 項 目 内 容 

１ 障がいに対する理解

啓発と合理的配慮の

推進 

障がいの種類や特性、障がいのある人に対する関わり

方「障害者週間」（１２月３～９日）などについて、広

報誌等を活用し広く周知を図り、町民の理解と障がい

に関する意識の向上を目指します。 

進捗状況 障がいについての基本的な知識や配慮について、町民

の理解を広げるため、広報誌５月号より毎月記事を掲

載し、普及・啓発を行った。 

２ 住民意識調査の実施 「まちづくりアンケート」等を活用し、障がいに関す

る住民意識を把握します。 

進捗状況 「まちづくりに関する住民意識調査」の中に、障がい

に関する設問を２項目設定し、住民意識を把握した。 

３ 障がいのある人との

交流の促進 

町内福祉事業所の協力により、事業所視察、作業体験

などの交流の機会を充実します。また、障がいのある

人との交流を深めるイベントとして、芽室町社会福祉

協議会が主催する「ふれあい交流まつり」及び「ふれ

あい雪中運動会」の開催を支援します。 

進捗状況 視察依頼に対し、事業所の協力で視察を行った。また、

イベント運営費の一部を補助金として支出した。 

４ 障がいに関するシン

ボルマークの普及・

啓発 

国際シンボルマークをはじめとした様々なシンボルマ

ークや表示について、正しい理解と普及に努めます。 

進捗状況 広報誌においてシンボルマークの特集記事を掲載し、

町民への周知・啓発を図った。 
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（2）町民活動等への支援 

 当事者団体や家族会などの活動の周知・支援を行います。 

番号 項 目 内 容 

１ 身体障害者福祉協

会芽室分会の活動

支援 

会員相互の協力、親睦等を通じて障がい者福祉の向上

を図る本団体の活動費の一部を補助し、活動を支援し

ます。 

進捗状況 運営費の一部を補助金として支出した。 

２ どんぐり会の活動

支援 

会員相互の協力、研修等を通じて、福祉の向上や療育技

術の向上を図る本団体の活動費の一部を補助し、活動

を支援します。 

進捗状況 運営費の一部を補助金として支出した。 

３ ことばを育てる親

の会の活動支援 

発達に支援が必要な子をもつ親の研修を行う本団体の

活動費の一部を補助し、活動を支援します。 

進捗状況 運営費の一部を補助金として支出した。 

４ 広報活動の充実 各種団体等の活動状況を広報誌やホームページ等を活

用し、広く町民へ周知し、活動の活性化を図ります。 

進捗状況 令和２年にどんぐり会のブログ作成を支援し、開設に

至っています。 
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障害福祉サービス等の提供体制の整備 

 

1． 目標値 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

項目 目標 実績 

（R２.６現在） 

令和２年度末の入所者数 34 人 ３２人 

地域生活移行者数 ２人 ０人 

 

（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

目標 

2020（令和２）年度末までに、保健・医療・福祉関係者による協議の場の

設置を検討する。 

実績 

芽室町総合保健医療福祉協議会を設置し、各種専門部会を形成している。そ

の中の障がい者部会を中心に、協議の場を設置している。 

 

 

（３）地域生活支援拠点の整備 

目標 

2020（令和２）年度末までに、地域生活支援拠点の整備に向けて検討す

る。 

実績 

生活支援拠点の整備には至っていないが、総合的な相談窓口として芽室町相

談支援事業所がその業務を担っている。現在のところ具体的な整備について

は検討していない。 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 実績 

（R２.６月現在） 

令和２年度の一般就労移行

者数 
４人 ２人 

 

（５）就労移行支援事業の利用者数 
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項目 目標 実績 

令和２年度の就労移行支援事

業所利用者数 

 

４人 ３人 

 

（６）就労定着支援による職場定着率 

項目 目標 実績 

就労定着支援開始１年後の職

場定着率 

 

８０％以上 ８５．７％ 

 

（７）障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 実績 

児童発達支援センターの設置 

 
１か所 １か所 

保育所等訪問を支援できる体

制の構築 
１か所 １か所 

重度心身障がい児を支援する

児童発達支援事業及び放課後

等デイサービスの確保 

１か所 １か所 

医療的ケア児支援のために連

携を図る協議の場の設置 
１か所 １か所 

 

2．障害福祉サービス・相談支援 

（１）日中活動系サービス 

 

サービス種別 単位  ３０年度 R１年度 R２年度 

(見込) 

療養介護 
利用者数 

（人） 

見込 ７ ７ ７ 

実績 ７ ７ ７ 

生活介護 
利用者数 

（人） 

見込 66 6６ ６６ 

実績 67 ６４ ６４ 

自立訓練(機能訓

練) 

利用者数 

（人） 

見込 0 0 0 

実績 0 0 0 

自立訓練(生活訓 利用者数 見込 １ １ １ 
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練) （人） 実績 1 2 2 

宿泊型自立訓練 
利用者数

（人） 

見込 １ １ １ 

実績 0 0 0 

就労移行支援 
利用者数 

（人） 

見込 4 4 ４ 

実績 6 4 3 

就 労 継 続 支 援 (A

型) 

利用者数 

（人） 

見込 21 22 23 

実績 24 23 21 

就 労 継 続 支 援 (B

型) 

利用者数 

（人） 

見込 45 46 47 

実績 ５９ ６０ ６０ 

利用量 

（人日／月） 

見込 855 874 893 

実績    

就労定着支援 
利用者数 

（人） 

見込 １ １ １ 

実績 0 0 0 

短期入所 
利用者数 

（人） 

見込 ２４ ２４ ２４ 

実績 ２４ ２４ ２４ 

 

 

（２）居住系サービス 

サービス種別 単位  ３０年度 R１年度 R２年度

(見込) 

共同生活援助 
利用者数 

（人） 

見込 48 48 53 

実績 51 52 48 

施設入所支援 利用者数 
見込 36 36 36 

実績 35 34 33 

自立生活援助 

（新設） 

利用者数 

（人） 

見込 0 1 1 

実績 0 0 0 

 

芽室町内の整備見込量 

サービス種別 単位  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 
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共同生活援助 定員数（人） 

各年度 3 月 31 日の定員数 

見込 17 17 22 

実績 24 24 29 

 

 

（３）訪問系サービス 

サービス種別 単位  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

居宅介護・重度訪

問介護・同行援護・

行動援護・重度障

害者等包括支援 

利用者数 

（人） 

見込 23 23 23 

実績 27 25 25 
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（４）相談支援 

サービス種別 単位  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

計画相談支援 
利用者数 

（人/月） 

見込 176 178 180 

実績 180 188 188 

地域移行支援 
利用者数 

（人/月） 

見込 1 1 1 

実績 0 0 0 

地域定着支援 
利用者数 

（人/月） 

見込 1 1 1 

実績 1 1 1 

※ R2 年度は⽉平均利⽤者数 

 

3．地域生活支援事業 

（１）相談支援事業 

  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

障害者相談支援事業 見込 1 1 １ 

[か所] 実績 1 1 1 

基幹相談支援センターの設置 見込 検討する 

 実績 0 0 0 

基幹相談支援センター等機能強化事

業の実施 
見込 — — — 

 実績 0 0 0 

住宅入居等支援事業 見込 — — — 

[か所] 実績 0 0 0 

成年後見制度利用支援事業 見込 １ ２ ２ 

[人] 実績 0 0 0 

地域自立支援協議会 見込 1 1 1 

[か所] 実績 1 1 1 
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（２）コミュニケーション支援事業 

  ３０年度 R１年度 R２年度

(見込) 

コミュニケーション支援事業  見込 ４ ４ ４ 

 [実利用人数／年] 実績 3 3 3 

 

（３）日常生活用具給付等事業 

  ３０年度 R１年度 R２年度

(見込) 

介護・訓練支援用具 見込 １ １ １ 

[利用件数／年] 実績 0 2 2 

自立生活支援用具 見込 ５ ５ ５ 

[利用件数／年] 実績 3 8 8 

在宅療養等支援用具   見込 ３ ３ ３ 

[利用件数／年] 実績 12 22 22 

情報・意思疎通支援用具 見込 １ １ １ 

[利用件数／年] 実績 0 0 0 

排泄物管理支援用具 見込 468 468 468 

[利用件数／年] 実績 482 403 403 

居宅生活動作補助用具（住宅改修） 見込 1 1 1 

[利用件数／年] 実績 0 0 0 

 

（４）移動支援事業 

  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

移動支援事業 見込 3(180) 3(180) 3(180) 

[実利用人数(述べ利用時間数)] 実績 2(126) 2(102) 2(102) 
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（５）地域活動支援センター事業 

  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

地域活動支援センター（町内） 見込 1(9) 1(9) 1(9) 

[か所（実利用人数）] 実績 1(11) 1(10) 1(12) 

地域活動支援センター（町外） 見込 2(3) 2(3) 2(3) 

[か所（実利用人数）] 実績 3(3) 3(4) 3(3) 

 

（６）日中一時支援事業 

  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

日中一時支援事業 見込 9（5８） 9（58） 9（58）

[か所（実利用人数）] 実績 9(62) 10(63) 9(61) 

 

（７）訪問入浴サービス事業 

  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

訪問入浴サービス事業 見込 1 1 1 

[実利用人数／年] 実績 1 1 2 

 

（８）自動車改造費助成事業 

  30 年度 R1 年度 R2 年度

(見込) 

自動車改造費助成事業 見込 1 1 1 

[利用件数／年] 実績 0 0 0 
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４．障がい児支援の強化 

（１）障害児通所支援の推進 

  ３０年度 R１年度 R２年度

(見込) 

児童発達支援事業 見込 ４２ ４２ ４２ 

[人／月] 実績 ３９ ３２ ３２ 

放課後等児童デイサービス 見込 ７３ ７０ ６７ 

[人／月] 実績 ６１ ６７ ６７ 

保育所等訪問支援 見込 ８ ８ ８ 

[人／年] 実績 ２ ３ ３ 

 

（５）医療的ケア児への支援 

  ３０年度 R１年度 R２年度

(見込) 

障害児相談支援 見込 １ ２ ２ 

[人／年] 実績 １ ３ ３ 
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■ 第６期芽室町障がい者福祉計画及び第２期芽室町障がい児福祉

計画の策定について 

１ 計画の位置付け 

（１）  根拠法令 

「芽室町障がい者及び障がい児の自立支援に関する条例」（第 6 条） 

「障害者基本法」（第 11 条第 3 項） 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（第 88 条） 

   「児童福祉法」（第 33 条の 20） 

（２）  他の計画との関係 

国 →「障害者基本計画」 

道 →「第２期北海道障がい者基本計画」 

「第６期北海道障がい福祉計画（第２期障がい児福祉計画と一体化）」 

町 →「第５期芽室町総合計画」（最上位計画） 

「芽室町総合保健医療福祉計画」（指針） 

＊『第 2 期芽室町総合保健医療福祉計画』に基づき、「芽室町総合保健医療福祉協議 

会」に設置した「障害者部会」において審議を行います。 
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2 国の基本指針 

 ＊国からの指針として、次の６つの事項を記載することが望ましいとされています。 

（１） 基本的理念に係る事項の見直しについて 

〇入所等から地域生活への移行について（継続） 

日中サービス支援型指定共同生活援助により常時の支援体制を確保すること等

により、地域生活を希望する者が地域での暮らしを継続することができるような

体制を確保する旨。 

 

〇 地域共生社会の実現（継続） 

 地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み作りや制度の縦割りを

超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域の実態等を踏まえながら、

包括的な支援体制の構築に取り組む旨。 

 

〇 積極的な周知・広報（変更） 

障がい福祉サービス等の提供を担う人材を確保するため、研修の実施、多職種

間の連携、障がい福祉の現場が働きがいのある魅力的な職場であることの積極的

な周知・広報等に、関係者が協力して取り組むことが重要である旨。 

 

〇 障がい者の社会参加（変更） 

   多様なニーズを踏まえ、特に障がい者の文化芸術活動の推進や、視覚障害 

者等の読書環境の計画的な整備の推進を図る旨を記載する。 

     

（２） 障がい福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方に対する事項の見

直し 

強度行動障障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者に対する支援体制の

充実やアルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策を推進す

る旨。 

（３） 相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方に係る事項の見直し 

〇相談支援の検証・評価 

    相談支援体制に関して、各地域において検証・評価を行い、各種機能のさらな 

る強化・充実に向けた検討を行うことが必要である旨を記載する。 

〇発達障がい等に対する支援 

    ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の支援体制を確保するこ 

と及び発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療機関等を確保する 

ことが重要である旨。 
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（４） 障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方に関する事項の見直し 

〇地域社会への参加や包容（インクルージョン） 

   児童発達支援センターについて、地域支援機能を強化することにより地 

域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進することが重要であると 

旨。 

〇障がい児入所施設に関して 

   ケア単位の小規模化の推進及び地域に開かれたものすることが必要であ 

る旨を記載するとともに、入所児童の 18 歳以降の支援の在り方について 

必要な協議が行われる体制整備を図る必要がある旨。 

〇保育、保健医療、教育等の関係機関との連携に関して 

  ・障がい児通所支援の実施に当たって、学校の空き教室の活用等の実施形態 

を検討する必要がある旨。 

  ・難聴児支援に当たって、児童発達支援センターや特別支援学校（聴覚障が 

い）等を活用した難聴児支援のための中核的機能を有する体制確保等が 

必要である旨。 

〇特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備について 

  ・重度心身障がい児や医療的ケア児の支援に当たって、その人数やニーズを 

把握する必要があり、その際、管内の支援体制の現状を把握する必要があ 

る旨。 

  ・重度心身障がい児や医療的ケア児が利用する短期入所の実施体制の確保 

について、家庭的環境等を十分に踏まえた支援や家族のニーズの把握が 

必要である旨及びニーズの多様化を踏まえ協議会等を活用して役割等を 

検討する必要がある旨。 

  ・医療的ケア児の支援に係るコーディネーターに求められる具体的な役割 

（入院中からの退院支援、個々の発達段階に応じた発達支援等）。 

（５）障がい福祉サービス等及び障がい児通所支援等の提供体制の確保に係る

目標の設定 

〇福祉施設の入所者の地域生活への移行 

    令和元年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行するこ 

と、令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者 

数から 1.6%以上削減することを基本とする。 

〇精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

  ・精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数の 

平均を 316 日以上とすることを基本とする。 
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  ・令和５年度末の精神病床における１年以上の長期入院患者数（65 歳以上・ 

未満）の目標値を、国が提示する推計式を用いて設定する。 

  ・精神病床における早期退院率に関して、入院後３ヶ月時点の退院率につい 

ては 69%以上、入院後 6 ヶ月時点の退院率については 86%以上及び入 

院後１年時点の退院率については 92%以上とすることを基本とする。 

〇地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

    地域生活支援拠点等について、令和５年度末までの間、各市町村又は各 

圏域に１つ以上確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況 

を検証及び検討することを基本とする。 

〇福祉施設から一般就労等への移行等 

  ・令和５年度中に就労移行等支援事業等を通じた一般就労への移行者数を 

令和元年度実績の 1.27 倍以上とすることを基本とする。 

  ・併せて、就労移行支援事業、就労継続支援 A 型事業及び就労継続支援 B 

型事業のそれぞれに係る移行者数の目標値を定めることとし、それぞれ 

令和元年度実績の 1.30 倍以上、概ね 1.26 倍以上及び概ね 1.23 倍以上 

を目指すこととする。 

  ・令和５年度における就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行者の 

うち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とする。 

  ・就労定着支援事業のうち就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以 

上とすることを基本とする。 

  ・このほか、大学在学中の学生の就労移行支援事業の利用促進、就労継続支 

援事業等における農福連携の取り組みの状況推進及び高齢障がい者に対 

する就労継続支援 B 型事業等による支援の実施等を進めることが望まし 

い旨。 

〇障がい児支援の提供体制の整備等 

  ・令和５年度末までに児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に少な 

くとも１カ所以上設置することを基本とする。 

  ・令和５年度末までに児童発達支援センターが保育所等訪問支援を実施す 

る等により全ての市町村において保育所等訪問支援を利用できる体制を 

構築することを基本とする。 

  ・令和５年度末までに各都道府県において、難聴児支援のための中核的機能 

を有する体制を確保することを基本とする。 

  ・令和５年度末までに主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業 

所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村又は各圏域に少なくとも 
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１か所以上確保することを基本とする。 

  ・令和５年度末までに医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設 

けるとともに、医療的ケア児等に対する関するコーディネーターを配置 

することを基本とする。 

〇相談支援体制の充実・強化等 

   令和５年度末までに各市町村又は各圏域において総合的・専門的な相談 

支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制を確保すること 

を基本とする。 

〇障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

   令和５年度末までに都道府県及び市町村において障がい福祉サービス等 

の質を向上させるための取組を実施する体制を構築することを基本とする。 

（６）その他 

障がい者の芸術文化活動支援による社会参加等の促進に関して、都道府

県による障がい者の文化芸術活動を支援するセンターの設置及び広域的

な支援を行うセンターの設置を推進する旨を記載する。 

 

３ アンケート調査の実施 

 実施時期 平成２９年１０月上旬～中旬 

町外施設入所者を除く６５歳未満の手帳所持者及び障害福祉サービス利用、発

達支援センター利用児童、民生委員等の一般町民を対象とする 

 

４ 今後のスケジュール 

   ７月３０日  第１回障がい者部会 ※本日 

    ８月中旬  アンケート調査開始 

    ９月上旬  アンケート調査締切 

   １０月上旬  第２回障がい者部会（アンケート結果等） 

   １２月上旬  第３回障がい者部会（計画素案に対する議論等） 

   １２月上旬  パブリックコメント実施、自立支援協議会の意見聴取 

（１月中旬まで） 

    ２月中旬  総合保健医療福祉協議会 

（計画案に対する議論、諮問・答申） 

    ３月上旬  計画完成、公表 

 

 


